
令 和 7 年 度 高 知 市 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算

令 和 8 年 ３ 月





市第 21号

（総　　則）

（収益的収入及び支出）

令和７年度高知市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円第 2 項 営 業 外 費 用 991,508 △ 34,501 957,007

第 1 項 営 業 費 用 8,809,892 20,543 8,830,435

第 １ 款 下 水 道 事 業 費 用 9,826,400 △ 13,958 9,812,442

支 出

（ 科 目 ） （既決予定額） （補正予定額） （計）

28,183 3,951,693第 ２ 項 営 業 外 収 益 3,923,510

第 １ 款 下 水 道 事 業 収 益 10,211,600 95,876 10,307,476

第 ２ 条

収 入

（ 科 目 ） （既決予定額） （補正予定額）

令 和 ７ 年 度 高 知 市 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算

第 １ 条 令和７年度高知市下水道事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（計）

第 1 項 営 業 収 益 6,287,990 67,693 6,355,683
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（資本的収入及び支出）

千円 千円 千円

千円 千円 千円

(継　続　費)

予算第５条に定めた継続費の総額及び年割額を次のとおり補正する。

千円 千円 千円 千円

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

(1) 千円 千円 千円

7 193,050

8 572,550 8 503,910

9 169,400 9 157,630

雨 水 ポ ン プ 場
施 設 設 備 改 築 事 業

935,000

7 193,050

854,590

1 資本的支出 1 建設改良費

職 員 給 与 費 798,318 20,543 818,861

第 ５ 条 予算第10条に定めた経費の金額を次のとおり補正する。

（ 科 目 ） （既決予定額） （補正予定額） （計）

198,000

8 358,600 8 358,600
瀬 戸 水 再 生 セ ン タ ー
水 処 理 施 設 整 備 事 業

726,000

7 198,000

639,265

7

9 169,400 9 82,665

補 正 後

総 額 年 度 年 割 額 総 額 年 度 年 割 額

第 ４ 条

款 項 事 業 名
補 正 前

第 ４ 項 企 業 債 償 還 金 5,965,115 3 5,965,118

第 １ 款 資 本 的 支 出 13,807,300 3 13,807,303

（ 科 目 ） （既決予定額） （補正予定額） （計）

支 出

第 ３ 条 　予算第４条本文括弧書中、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額「3,135,500千円」を「3,135,503千円」に、過年度分損益勘定

留保資金「2,782,689千円」を「2,782,692千円」に、それぞれ改める。また、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。
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（他会計からの補助金）

予算第11条に定めた下水道事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額「766,006千円」を「794,189千円」に改める。

令和８年３月４日提出

高知市長 桑 名 龍 吾

第 ６ 条
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1

1

2

2

2

1

1

6

2

1 支払利息及び企業債取扱諸費 940,608 △ 34,501 906,107

下水道事業費用 9,826,400 △ 13,958 9,812,442

営 業 費 用 8,809,892 20,543 8,830,435

営業外費用 991,508 △ 34,501 957,007

（単位　千円）

計 備 考

総 係 費 336,805 20,543 357,348

款 項 目 既決予定額 補正予定額

他 会 計 補 助 金 761,130 28,183 789,313

支 出

他 会 計 負 担 金 1,960,461 67,693 2,028,154

営業外収益 3,923,510 28,183 3,951,693

下水道事業収益 10,211,600 95,876 10,307,476

営 業 収 益 6,287,990 67,693 6,355,683

令和７年度　高知市下水道事業会計予算実施修正計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入 （単位　千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備 考
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1

4

1

（単位　千円）

備 考

企業債償還金 5,965,115 3 5,965,118

支 出

資 本 的 支 出 13,807,300 3 13,807,303

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

5,965,11835,965,115企 業 債 償 還 金

資 本 的 支 出
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（単位　千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 350,109 有形固定資産の取得による支出 △ 7,089,724

減価償却費 5,941,431 無形固定資産の取得による支出 △ 60,620

長期前受金戻入額 △ 3,090,100 国庫補助金等による収入 3,495,316

受取利息及び配当金 △ 1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 906,107 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,655,028

固定資産除却費 10,000

未収金の増減額（△は増加） 65,078 ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

未払金の増減額（△は減少） △ 94,426 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 5,955,100

引当金の増減額（△は減少） 5,519 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 5,965,118

小計 4,092,718 他会計からの出資による収入 882,264

利息及び配当金の受取額 1,000 財務活動によるキャッシュ・フロー 872,246

利息の支払額 △ 906,107

　資金増加額（又は減少額） 404,829

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,187,611 　資金期首残高 4,622,802

　資金期末残高 5,027,631

令和７年度　高知市下水道事業　予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）
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1 総　　　括

備 考  1 「職員数」とは，予算の積算の基礎となった人数 

 2  (    ) 内は短時間勤務職員で外数

(8) 

0 

20,543 

手

当

の

内

訳

補 正 前

                -

20,543 

（単位　千円）

退 職 給 付 費

0 
(0) 

0 
0  

20,543 

20,543 

20,543 

比 較

区　　　　　分

0 

798,318 656,103 補　　　正　　　前

比　　　　　　　　較

補 正 後

406,310 249,539 
97  

142,215 

142,215 818,861 270,082 

254 

254 
                - 97  

(8) 
補　　　正　　　後

                -

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

（千円） （千円）

職　　　員　　　数
合　　　計法定福利費

区　　　　　　　　分 特　別　職

（人）

一　般　職 報     酬

406,310 676,646 

（千円）（人）

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

計

（千円） （千円）（千円）

給　　　料 手　　　当

- 7 -



ア　会計年度任用職員以外の職員

備 考  1 「職員数」とは，予算の積算の基礎となった人数 

 2  (    ) 内は短時間勤務職員で外数

20,543 

（単位　千円）

手

当

の

内

訳

区　　　　　分 退 職 給 付 費

補 正 後 20,543 

補 正 前 0 

比 較

比　　　　　　　　較 20,543 20,543 0 20,543 
                - 0  

(0) 
0 0 

補　　　正　　　前 244,388 638,303 139,105 777,408 
                - 97  

(2) 
254 393,661 

264,931 658,846 139,105 797,951 
                - 97  

(2) 
254 393,661 補　　　正　　　後

（千円） （千円）

区　　　　　　　　分

職　　　員　　　数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
法定福利費 合　　　計

特　別　職 一　般　職 報     酬 給　　　料 手　　　当 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）
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2 給料及び手当の増減額の明細

千円

退職に係る増加分

3

(1)

備　　　　　　　　　　　　　考

給料及び手当の状況

20,543 20,543 

説　　　　　　　　明増 減 事 由 別 内 訳

増 減 分

区　　分 増　減　額
千円

20,543 手 　       当

千円

そ の 他 の

平成30年4月1日施行

平成30年4月1日施行
退職特例措置

 2％～

2％～
（ ）

20％加算

（ ）
20％加算

定 年 前 早 期

47.709

47.709

定 年 前 早 期

退 職 給 付 費

退職特例措置

定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　　　　分
（月分） （月分）

47.709
一般会計の制度

（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709

備　　　　　考
加 算 措 置 等
そ の 他 の20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （ 月 分 ）
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1 1

継 続 費 に 関 す る 調 書

款 項 事 業 名

全 体 計 画 前 前 年 度 前 年 度 末 当 該 年 度 当 該 年 度

発生予定額

翌 年 度 継 続 費

備 考

年度 年 割 額

左 の 財 源 内 訳 末 ま で の ま で の 支 払 義 務 末 ま で の 以降の支払 の 総 額

国 庫

企 業 債

支 払 義 務 支 払 義 務 発 生 支 払 義 務 義 務 発 生 に対する

補 助 金 発 生 額 発 生 額 予 定 額 予 定 額 進 捗 率

千円 千円 千円 千円 ％千円 千円 千円 千円

― 27.3

変更後 198,000 108,900 89,100

108,900 89,100 ― ― 198,000 198,000

7

変更前 198,000

― ― ― 358,600 ―

8

変更前 358,600 197,230 161,370 ― 

― ― 198,000 198,000 ― 31.0

― ― ― 358,600 ―瀬戸水再生センター 変更後 358,600 197,230 161,370 ― 

27.3

支 出 改 良 費 変更後 639,265 351,596 287,669 ― ― 

326,700 ― ― 198,000 198,000 528,000資 本 的 建 設

計

変更前 726,000 399,300

198,000 198,000 441,265 31.0

7

変更前 193,050 ― 20.6

変更後 193,050 96,525

193,050 96,525 96,525 ― ― 193,050

22.6

8

変更前 572,550 286,275 286,275

96,525 ― ― 193,050 193,050 ― 

雨 水 ポ ン プ 場 変更後 503,910 251,955 251,955 ― ― 

― ― ― ― 572,550 ―

変更後 854,590 427,295 427,295 ― 

503,910 ―

169,400 ―

計

変更前 935,000 467,500 467,500 ― ― 

― 193,050 193,050 661,540 22.6

193,050 193,050 741,950 20.6

― ―

― ― ―

水処理施設整備事業

9

変更前 169,400 93,170 76,230 ― 

変更後 82,665 45,466 37,199 ― ― ― ― 82,665 ―

施 設 設 備 改 築 事 業

9

変更前 169,400 84,700 84,700 ― 

変更後 157,630 78,815 78,815 ― ― ― ― 157,630 ―

― ― ― 169,400 ―
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（単位　千円）

1

(1)

ｲ

ﾛ

ﾊ

ﾆ

ﾎ

ﾍ

ﾄ

ﾁ

(2)

ｲ

ﾛ

ﾊ

159,920,359 

施 設 利 用 権 1,528,223 

庁 舎 等 利 用 権 640,153 

無 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権 2,808 

2,171,184 

固 定 資 産 合 計

39,208 

有 形 固 定 資 産 合 計 157,749,175 

無 形 固 定 資 産

22,290 

建 設 仮 勘 定 5,318,982 

減 価 償 却 累 計 額 0 885 

器 具 及 び 備 品 52,965 

減 価 償 却 累 計 額 △ 13,757 

170,387,611 

船 舶 885 

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,413,308 

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,763 

4,145,739 

13,585,353 

車 両 及 び 運 搬 具 35,053 

減 価 償 却 累 計 額 △ 49,383,367 121,004,244 

機 械 及 び 装 置 24,998,661 

構 築 物

△ 2,156,012 

（ 資 産 の 部 ）

固 定 資 産

13,632,474 

建 物 6,301,751 

科　　　　　　　　　　　　目 令 和 ７ 年 度 末 予 定 額

有 形 固 定 資 産

土 地

減 価 償 却 累 計 額

高 知 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
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2

(1)

(2)

(3)

3

(1)

4

(1)

(2)

(3)

(4)

5

(1)

(2)

繰 延 収 益 合 計 58,801,327 

負 債 合 計 139,098,280 

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金 2,503,447 

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 33,063,641 56,297,880 

6,999,856 

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 89,361,521 

引 当 金 67,094 

預 り 金 214,817 

流 動 負 債

企 業 債 5,965,928 

未 払 金 752,017 

73,297,097 

資 産 合 計 165,305,549 

（ 負 債 の 部 ）

固 定 負 債

企 業 債 73,297,097 

固 定 負 債 合 計

5,385,190 

貸 倒 引 当 金 △ 7,773 357,439 

そ の 他 流 動 資 産 120 

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 5,027,631 

未 収 金 365,212 
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6

7

(1)

ｲ

ﾛ

(2)

負 債 資 本 合 計 165,305,549 

剰 余 金 合 計 4,535,931 

資 本 合 計 26,207,269 

資 本 剰 余 金 合 計 9,327,899 

欠 損 金 4,791,968 

補 助 金 6,429,708 

受 贈 財 産 評 価 額 2,898,191 

資 本 剰 余 金

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 21,671,338 

剰 余 金
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注 記 表 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

・ 減価償却の方法    定額法 

・ 主な耐用年数 

建物        ８～50年 

構築物       10～50年 

機械及び装置    ６～50年 

車両及び運搬具   ３～５年 

船舶          ５年 

器具及び備品    ４～15年 

 (2)無形固定資産 

・ 減価償却の方法    定額法 

・ 主な耐用年数 

施設利用権        35年 

庁舎等利用権     ３～42年 

 

２ 引当金の計上方法 

 (1) 退職給付引当金 

職員の退職手当については、一般会計がその全額を負担することとしているため、退職給付引当金は計上していな

い。 

 

 (2) 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する

額を計上している。 
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 (3) 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年

度の負担に属する額を計上している。 

 (4) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。 

 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

１ 重要な非資金取引 

該当なし。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等に関する注記 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる

額は39,464,636千円である。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

高知市下水道事業では、公共下水道事業において私費負担を原則とする「汚水事業」及び公費負担を原則とする「雨

水事業等」を運営しているほか、「農業集落排水事業」を運営していることから、３つを報告セグメントとしている。 

各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。 

セグメント区分 事 業 の 内 容 

汚水事業 公共下水道事業の処理区域における生活環境の改善等のため汚水の排除を行う業務 

雨水事業等 公共下水道事業の排水区域における浸水の防除等のため雨水の排除等を行う業務 

農業集落排水事業 農業集落排水事業の処理区域における生活環境の改善等のため汚水の排除を行う業務 

- 15 -



 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

当年度（自 令和７年４月１日 至 令和８年３月31日） 

（単位 千円）    

 汚水事業 雨水事業等 農業集落排水事業 合  計 

営業収益 

営業費用 

3,821,910 

4,771,128 

2,116,337 

3,593,044 

52,405 

233,831 

5,990,652 

8,598,003 

営業損益 

経常損益 

△949,218 

87,776 

△1,476,707 

280,044 

△181,426 

6,744 

△2,607,351 

374,564 

セグメント資産 95,338,882 66,611,174 3,355,493 165,305,549 

セグメント負債 73,488,074 64,121,305 1,488,901 139,098,280 

その他の項目 

 他会計繰入金 

 減価償却費 

 特別利益 

 特別損失 

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 

 

407,794 

3,031,290 

90 

4,455 

672,564 

 

3,695,411 

2,756,681 

         0 

0 

6,843,892 

 

258,662 

153,460 

1 

91 

△63,042 

 

4,361,867 

5,941,431 

91 

4,546 

7,453,414 

 

Ⅴ．減損損失 

１ グルーピングの方法 

高知市下水道事業会計において使用している固定資産については、報告セグメントと同様に、汚水事業、雨水事業等

及び農業集落排水事業それぞれをグループとしている。  

２ 減損の兆候について 

当年度において、汚水事業・雨水事業等・農業集落排水事業の各グループともに減損の兆候は認められない。 
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Ⅵ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース取引の処理方法 

所有権移転ファイナンス・リース取引については、該当なし。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、中小規模の地方公営企業の特例措置により、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

 

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

１年内   5,735千円 

１年超  11,947千円 

 計    17,682千円 

 

３ オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額 

１年内   2,497千円 

１年超   7,529千円 

 計    10,026千円 
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